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はじめに
　1924年の「船荷証券に関するある規則の統一のための国際条約」（以下、













グ・ルール 4 条 5 項 1 文ただし書き
（ 2 ）
、ハーグ・ヴィスビー・ルール 4 条 5 項
（a）号）。この点、国際海上物品運送法もこれと同趣旨の規定を13条 5 項に
設けているが、同法は条約とは異なり、船荷証券の発行のない運送にも適用





条 5 項）と定めている。このように、その形式においてハーグ・ルール 4 条


















　ところで、この運送人の責任制限を定めるハーグ・ルール 4 条 5 項は、条
約の定める法定限度額より高い一定の限度額を当事者の合意によって定める























第 1 章　ハーグ・ルール 4 条 5 項における責任制限の
　　　　排除要件の意義

















5 項 3 文
（ 4 ）

























　この会議では、草案 4 条 5 項 1 文に規定されている運送人の責任制限排除
のための「船荷証券への記載」要件と物品の種類および価額に関する荷送
人の通告が船荷証券に記載された場合の効力を「一応の証拠（prima facie 
evidence）」とした草案 4 条 5 項 2 文との関係から
（ 7 ）
、「船荷証券への記載」要
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件と運送人の「承諾」との関連性が指摘された。この 4 条 5 項 2 文（の草


































　 2 ）1923年10月 7 日ブリッセル外交会議
（14）





































条 5 項 1 文ただし書きの「船荷証券への記載」の意義を確認しつつ、責任制
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　とりわけ、この 3 条 3 項に関しては、前述した1922年10月25日の会議にお
いても、議長は荷送人の通告内容が 3 条 3 項の記載事項そのものでなければ

















































制限排除（ 4 条 5 項 1 文ただし書き）、そして、当事者の約定による運送人
の法定限度額の加重（条約 4 条 5 項 3 文
（22）
）を合わせて定めているハーグ・ル
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任制限排除を運送人の責任を加重する「当事者間の契約」として理解してい
る。













務を定めている条約 5 条 1 文の存在を指摘している
（27）
。
　すなわち、Selvig は、条約 5 条〔 1 文〕が、「運送人は、この条約で定
める権利及び免責の全部若しくは一部を放棄し、又は責任及び義務を加重
することができる。ただし、この放棄又は加重は、荷送人に交付する船荷

















































　このように、Selvig は、条約 4 条 5 項の責任制限排除を運送人の責任を
















　①1927年 Pendle and Rivett Ltd. v. Ellerman Lines Ltd. 判決　　本判決






















は、シルクとウール入りの6855番箱の重量（ 3 cwt. 1 qr. 13 lb.）と、その
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署名された船荷証券に関する規則の統一のための国際条約 4 条 5 項 （a） 





典 L5422-13条 2 項）
　③〔略〕（運送法典 L5422-13条 3 項）
　④〔略〕（運送法典 L5422-13条 4 項）
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　⑤運送人は、次の場合において、本条 1 項および 2 項に定める責任制
限を援用することができない。（運送法典 L5422-14条 1 項）
　ａ）損害を生じさせる意図をもって、または無謀に、かつ、損害の生
じるおそれがあることを認識して行った運送人の作為または不作為によ




1 項 2 号）
　⑥〔略〕（運送法典 L5422-14条 2 項）
　⑦〔略〕（運送法典 L5422-14条 3 項）
　フランスの海上物品運送法である1966年法には、運送人の責任制限排除に










































た Bonassies et Scapel は第三者に対しての船荷証券による情報的価値（la 
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合、荷送人の通告価額は､ 運送契約およびその条件（contrat de tranoport 



































































































　もっとも、すでにみたように、ハーグ・ルール 4 条 5 項 2 文は船荷証券
に記載されている荷送人の通告内容について運送人の反証を許している。
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グ・ルール 4 条 5 項 2 文の仏語正文である「反対の証拠がない限りの推定
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るものである。」と規定していた。この規定は、その後、1966年法28条 5 項
















































































































































条 3 項および 4 項となった。運送人の責任制限排除については、制定当初は
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13条 2 項であったが、1992年改正法により13条 5 項となった（その内容には
変更はない）。さらに、13条 5 項の荷送人による通告が故意の虚偽通告であ
る場合について、13条 6 項および 7 項に規定を設けている。
　こうした国際海上物品運送法の改正と条約との主要な相違点として、さ
しあたり 4 つの点を指摘することができよう。第一に、ハーグ・ヴィスビ



























合、ハーグ・ヴィスビー・ルール 4 条 5 項（ｆ）号（ハーグ・ルール 4 条
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の通告をした場合について、ハーグ・ルール 4 条 5 項 4 文（ハーグ・ヴィス
ビー・ルール 4 条 5 項（ｈ）号）は、いかなる場合においても運送人は責任
を負わない旨の制裁規定を定めている。これに対して、国際海上物品運送法













一致していると考えられる。そこで、以下本章の 2 と 3 においては、第一、
第三および第四に指摘した相違点を中心に検討する。
　（ 2 ）国際海上物品運送法の適用範囲の拡大と13条 5 項の文言
























































ルール 4 条 5 項（ 1 文ただし書き）について、条約はこの「荷送人の通告」
























































。最後に、栗田教授は、ハーグ・ヴィスビー・ルール 4 条 5 項（ｆ）号



































































































なることを定めるハーグ・ヴィスビー・ルール 4 条 5 項（f）号（ハーグ・
ルール 4 条 5 項 2 文）に相当する規定を設けていない。価額通告の記載の効
力に関するこの条約規定は、船荷証券の記載事項の記載効力を定めるハー




































。しかし、やはり小町谷教授も、 4 条 5 項 2




は、荷送人の通知した事項（条約 3 条 3 項 ab）、運送人の経験した事項（条





谷教授は、「国際海上物品運送法が 9 条を設けて13条のなかに条約 4 条 5 項




















の法定記載事項（ハーグ・ルール 3 条 3 項）の推定的証拠力（ハーグ・ルー






























。同書は、続けて、｢ハーグ・ルール 3 条 4
項と 4 条 5 項〔 2 文〕との起草文言の相違は典型的（typique）なものであ
る。この二つの規定は、反対の証拠があるまでの推定的証拠力を認めている



























を争うことができる」とするハーグ・ルール 4 条 5 項 2 文は、その後の1968
年改正議定書によるハーグ・ヴィスビー・ルールによって船荷証券の記載の





























































































































































































































（ 1 ）2018年 5 月18日に「商法及び国際海上物品運送法に関する法律」が成立した






（ 2 ）ハーグ・ルール 4 条 5 項 1 文の該当部分は、 公定訳に従い 「ただし書き」 と表記
する。正文では、全体が一文であり、この部分は“à moins que”以下に相当する。
（ 3 ）ハーグ・ルール 4 条 5 項 1 文は、次のような規定となっている。「運送人及び船
舶は、いかなる場合においても、物品の又は物品に関する滅失又は損害について




（ 4 ）ハーグ・ルール 4 条 5 項 3 文は、「運送人、船長又は運送人の代理人と荷送人と
の間の約定により 5 〔 4 条 5 項 1 文〕に定める額と異なる最高額を定めることがで




（ 6 ）International Conference on Maritime Law, Documents and Procès-Verbaux 
of the Sessions （Held from 17 to 26 October, Brussels 1922）［hereinafter Procès-
VerbauxⅠ］, 139 et seq. reprinted in 1 Michael F. Sturley, The Legislative 
History of the Carriage of Goods by Sea Act and the Travaux Préparatoires of 
the Hague Rules （1990）［hereinafter 1 Legislative History］ at 369 et seq.
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（ 9 ）Procès-VerbauxⅠ, supra note 6, at［141］（statement of Mr. Beecher）.




（11）Id. at ［141］（statement of Mr. Franck in the Chair）.





（13）Procès-VerbauxⅠ, supra note 6, at ［141］（statement of Mr. Franck）.
（14）International Conference on Maritime Law, Meeting of the Sous-Commission 
Procès-Verbaux of the Sessions（Held from 6 to 9 October, Brussels 1923）
［hereinafter Procès-VerbauxⅡ］, Third Plenary Session-Sunday 7 October 1923, 
62 et seq. reprinted in 1 Legislative History, supra note 6, at 459 et seq.
（15）Id. （Procès-VerbauxⅡ） at ［63］ （statement of Mr. Ripert and Sir Leslie 
Scott）.
（16）Id. （Procès-VerbauxⅡ） at ［64］ （statement of Mr. Ripert and Mr. Loder）.
（17）Ibid. （statement of Mr. Louis Franck in the Chair）. さらに、Procès-
Verbaux I, supra note 6, at ［141］では、「運送人が高い価額の通告を承諾する結
果として、運送人が望む運送賃を請求することは非常に常識的なことになってい
る」と指摘されている（statement of Judge Hough）。
（18）Procès-VerbauxⅡ, supra note 14, at ［64］ （statement of Mr. Louis Franck）.
（19）14 & 15 Geo. 5 c. 22
（20）Carriage of Goods by Sea Act 1971, c.19., §4 （ 5 ） （a）。
（21）Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, Carver on Bills of Lading 717 （§9 -253） 
n.1158（4th ed., 2017） は、Selvig の著書である“Unit Limitation of Carrier’s 
Liability （Oslo University Press/Pitman, 1961）” において荷送人による超過価額
の通告に関する有益な議論がなされていると述べる。
（22）ハーグ・ルール 4 条 5 項 3 文については、前掲注（ 4 ）を参照。
















（34）Selvig, supra note 23, at 224.
（35）この点、 Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, supra note 21, at 717 （§9 -253）
においても同様な理解が示されており、さらに、運送人は高い運送賃を請求する機
会を有すべきであることが指摘されている。




を挙げている（Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, supra note 21, at 717 （§9 -
253） n.1154）。
（37）条文の内容は、ハーグ・ルール 4 条 5 項と同じ。
（38）本稿では、“amend”という語を「修正」と訳したが、その意図するところは

















（42）Selvig, supra note 23, at 226.
（43）Ibid.
（44）なお、Sir Alan Abraham Mocatta.; Michael J. Mustill. et al., Scrutton on 




（45）Loi du 2 Avril 1936, relative aux transports des marchandises par mer, J. O. 
de la République Française du 11 avril 1936.
（46）Loi n°66-420 du 18 juin 1996 et Décret n°66-1078 du 31 décembre 1966, sur les 








（50）運送法典 L5422-13条 1 項によると、1966年法28条 1 項の「1979年12月21日ブリ
ュッセルにおいて署名された議定書により改正された」という文言は削除されてい
る。
（51）Pierre Bonassies et Christian Scapel, Droit Maritime, 3e éd, L.G.D.J, 2016, 
荷送人の価額通告による海上物品運送人の責任制限排除について（姜）　195
p.858, n°1110 ; Martine Rémond-Gouilloud, Droit Maritime, 2e éd., A. Pedone, 
1993, p.387, n°598. 
（52）Rémond-Gouilloud, op. cit. （note 51）, n°598.
（53）Bonassies et Scapel, op. cit. （note 51）, n°1110; René Rodière, Traité général 
de Droit Maritime : Affrètements et Transports, t.2, Dalloz, 1967-70. n°680.
（54）Bonassies et Scapel, op. cit. （note 51）, n°1112 ; Rodière, op. cit. （note 53）, n°
680.
（55）Georges Marais, Les Transports Internationaux de Marchandises par Mer 
et la Jurisprudence en Droit Comparé, Loi du 9 Avril 1936, 1949, p.208. 
（56）Bonassies et Scapel, op. cit. （note 51）, n°1110.
（57）しかし、運送人が荷送人の通告価額を承諾して船荷証券に記載したときにも、
運送人は、この通告価額が物品の実価よりも過大評価された（surestimait）こと
の証明により荷送人の通告の正当性を争うことができる （Rodière, op. cit. （note 
53）, n°680）。
（58）Rodière, op. cit. （note 53）, n°680. また、中村・前掲注（48）66頁を参照。
（59）Rémond-Gouilloud, op. cit. （note 51）, n°598.






（63）Aix-en-Provence, 16 mars 1982, D. M. F., 1984. 291.
（64）Ibid.




（66）Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds , supra note 21, at 717 （§9 -253）.
（67）George F. Chandler, Ⅲ, “Damages to Cargo: The Measure of Damages to 
Cargo-Redux” 72 Tulane Law Review 539 （1997-1998） at 555.
（68）Selvig, supra note 23, at 210.
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（69）Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, supra note 21, at 731. なお、 この Carver
の見解は、1968年の改正議定書によるハーグ・ヴィスビー・ルールの 4 条 5 項（f）
に関連して述べたものであるが、同規定はハーグ・ルール 4 条 5 項 2 文に該当する
ところ、船荷証券上の通告価額は「一応の証拠」であるという規定の内容について
は何らの変更もない。
（70）Id. at 731 n.1272.
（71）Marais, op. cit. （note 55）, p.210.
（72）Ibid. ; Georges Marais, Des Règles de La Haye, 1926, n°61, p.119.
（73）Georges Ripert, Droit Maritime, t.2, 1952, 4e éd, n°1818, p.711. 
（74）Ibid. 
（75）Marais, op. cit. （note 55）, p.208. 
（76）Henri Aubrun, Les Transports de Marchandises par Mer : Loi du 2 avril 
1936, Loi du 9 avril 1936 et Convention internationale de Bruxelles, Dalloz, 1938, 
n° 77, p.79. ここでは、Marais, op. cit. （note 72） n° 61, p.119が引用されている。






（79）なお、Rodière は、1936年法 5 条について「この通告の正確性に運送人が異議
を唱えることができる唯一の方法は留保を付すことであるかのようにみえる。この
解決方法は、実際上、不合理である」と述べている（Rodière, op. cit. （note 53）, 
n°680）。
（80）Selvig, supra note 23, at 217.
（81）The International Law Association, Maritime Law Committee, Third Day’s 
Proceedings, at 185- 6（statement of Mr. L. C. Harris）, reprinted in 1 Legislative 
History, supra note 6, at 291- 2 。さらに、Marais もこれ引用しつつ、物品の種
類は必修的 （indispensable） な通告内容であり、 荷送人には正確な通告 （déclaration 
exacte）が求められると述べている（Marais, op. cit. （note 55）, pp.208 et 209.）。
（82）この点は、 中村・前掲注 （48） 66頁においても指摘されている。なお、 フランス









（85）Selvig, supra note 23, at 218も、船荷証券には、責任制限排除よりも他の目的
のために物品の種類および価額が記載されている場合が頻繁にあると指摘する。
（86）Id. at 219-21.
（87）Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, supra note 21, at 717 （§9 -253）。
（88）Selvig, supra note 23, at 220- 1 .



















（99）小町谷・前掲注 （84） 248頁の注 （*） を参照。また、 同文献249頁の注 （一ａ）で







































（120）Constant Smeesters & Gustave Winkelmolen, Droit Maritime et Droit 




は、条約 3 条 3 項が定める船荷証券の法定記載事項よりも広範に、国際海上物品運

















理部）の1943年12月27日判決（Cass. Req. 27 déc. 1943, D.R.C. 1944）は、1936年
法が採り入れている条約 4 条 5 項の制裁規定について、同規定は実価より高い価額
を虚偽に通告した場合と実価より低い価額を虚偽に通告した場合を区別せず、当該
運送品の価額につき荷送人が故意に不正確な通告をなしたときは、運送人に対する
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荷送人のすべての請求権を剥奪していると判示した。これに対して、学説は、そも
そも条約に「荷送人が実価より低い価額を通告した場合には、 4 条 5 項の末尾〔第
4 文の制裁規定〕を適用しない」という留保条項が設けられていたことなどを根
拠に、 この判決に反対の立場をとっている （Marais, op. cit. （note 72） n°62, p.120 ; 














（135）Procès-Verbaux I, supra note 6, at［194］, see also, Procès-VerbauxⅡ, supra 
note 14 at ［67］&［70］.
（136）この点に関しては、条約の制定過程においても見解が分かれていた。すなわ
ち、フランスの Ripert は、実価より低く通告した、または物品の種類を虚偽に通
告した場合は制裁規定の対象とならないと述べ、イギリスの Leslie Scott は、条約
の制裁規定は、割増運送賃の支払いを避けるため、非常に高額な物品価額を低く虚
偽通告することを防ぐ目的も有していると述べている （Procès-VerbauxⅡ, supra 
note 14, at［67］）。
（137）Ibid. （statement of Chairman）.
（138）Procès-VerbauxⅡ, supra note 14, at ［67］&［70］ （statement of Chairman）.
（139）Ibid.
（140）小町谷・前掲注（84）258頁、259頁。







Van Bladel, Connaissements et Règles de La Haye, commentaire de la loi du 28 
novembre 1928, 1929, n° 385, p.223）。
